
（金額単位：円）

保 証 業 務 促 進 業 務 保 証 業 務 促 進 業 務

（資産の部） （負債の部）

Ⅰ　流 動 資 産 4,223,633,518 4,223,633,518 - Ⅰ　流動負債 327,678,077 327,678,077 - 

１．現金及び預金 4,214,530,089 4,214,530,089 - １．短期借入金 - - - 

２．有価証券 - - - ２． 39,560,000 39,560,000 - 

- - - ３．受入預託金 - - - 

3,870,379 3,870,379 - ４．前受収益 282,741,569 282,741,569 - 

５．短期貸付金 - - - ５． 3,735,355 3,735,355 - 

６．その他流動資産 5,233,050 5,233,050 - ６．賞与引当金 1,033,866 1,033,866 - 

- - - ７．その他流動負債 607,287 607,287 - 

Ⅱ　固 定 資 産 453,075,665 453,075,665 - Ⅱ　固定負債 739,862,496 739,862,496 - 

１．有形固定資産 20,510 20,510 - １．長期借入金 73,770,000 73,770,000 - 

建物及び構築物 - - - ２． 435,220,351 435,220,351 - 

　　減価償却累計額 - - - 保険金 263,254,552 263,254,552 - 

　　計 (         ) (         ) - 交付金 171,965,799 171,965,799 - 

車両運搬具 - - - ３．保証責任準備金 149,540,959 149,540,959 - 

　　減価償却累計額 - - - ４．引当金 22,706,602 22,706,602 - 

　　計 (         ) (         ) - 11,570,039 11,570,039 - 

工具器具備品 2,552,870 2,552,870 - 退職給付引当金 11,136,563 11,136,563 - 

　　減価償却累計額 △ 2,532,360 △ 2,532,360 - ５． 11,635,450 11,635,450 - 

　　計 ( 20,510 ) ( 20,510 ) - ６．求償債務 46,989,134 46,989,134 - 

土地 - - - ７．その他固定負債 - - - 

建設仮勘定 - - - Ⅲ　保 証 債 務 29,470,068,967 29,470,068,967 - 

２．無形固定資産 - - - (( 30,537,609,540 )) (( 30,537,609,540 )) - 

ソフトウェア - - - 

電話加入権 - - - （資本の部）

その他無形固定資産 - - - １．出資金 3,094,760,000 3,094,760,000 - 

３．投資その他の資産 453,055,155 453,055,155 - ２．繰入金 388,300,000 388,300,000 - 

長期預金 - - - ３． 114,156,635 114,156,635 - 

投資有価証券 - - - ４．繰越利益金 - - - 

外部出資金 32,140,000 32,140,000 - 

特別外部出資金 - - - ５．当期利益金 11,951,975 11,951,975 - 

敷金・保証金 28,040,000 28,040,000 - 

長期前払費用 - - - ６． - - - 

長期貸付金 - - - (( 3,609,168,610 )) (( 3,609,168,610 )) - 

求償権 489,460,852 489,460,852 - 

　　求償権償却引当金 △ 96,585,697 △ 96,585,697 - 

　　計 ( 392,875,155 ) ( 392,875,155 ) - 

その他の資産 - - - 

貸倒引当金 - - - 

29,470,068,967 29,470,068,967 - 

34,146,778,150 34,146,778,150 - 34,146,778,150 34,146,778,150 - 
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〔注　　　記〕
重要な会計方針
　　貸借対照表及び損益計算書の作成に当って採用した重要な会計処理の原則及び手続き
　は次のとおりであります。
（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　満期保有目的債券　　償却原価法（定額法）
（２）減価償却の会計処理の方法
　　①　平成19年3月31日以前に取得した減価償却資産については、次により減価償却を
　　　 行っております。なお、前事業年度までの償却額の累計額が取得価額の95％相当額
　　　 に達している場合には、５事業年度均等で残存簿価１円まで償却することとしてお
　　　 ります。
　　　 有形固定資産
　　　　平成10年3月31日以前に取得した建物については旧定率法、平成10年4月1日以後
　　　 に取得した建物については旧定額法、その他の有形固定資産については旧定率法に
　　　 よっております。
　　　　なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。
　　　　　工具器具備品　３～１５年
　　②　平成19年4月1日以後に取得した減価償却資産については、次により減価償却を行
　　　 っております。
　　　 ア　有形固定資産　　定率法
　　　　　なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。
　　　　　　工具器具備品　３～１５年
（３）引当金の計上基準
　　①　求償権償却引当金
　　　　求償権の取立不能額による損失に備えるため、会計命令附則付録第１に掲げる算
　　　 式により求償権償却引当金を計上しております。
　　②　賞与引当金
　　　　職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき本年度に負
　　　 担すべき額を計上しております。
　　③　保証責任準備金
　　　　通常の予測を超えて発生する事故による損失に備えるため、会計命令附則第３項
　　　 に掲げる算式により、保証責任準備金を計上しております。
　　④　債務保証損失引当金
　　　　債務保証の損失に備えるため、会計命令附則付録第２により、損失負担見込額を
　　　 計上しております。
　　⑤　退職給付引当金
　　　　役職員の退職金支給に備えるため、当期末における退職給付債務（簡便法による
　　　 見込額）に基づいて、当期末において発生していると認められる額を計上しており
　　　 ます。
（４）リース取引の処理方法
　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のリース総額が３００
　　 万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準
　　 じた会計処理によっております。
（５）リース契約により使用する固定資産
　　　重要な固定資産として、求償権残高管理システム等があり、未経過リース料年度末
　　 残高相当額は、5,129,808円です。
（６）消費税等の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税込方式によっております。
（７）その他の重要な事項
　　　資本の部の出資金には、特別出資金（信用基金に出資するため払い込みを受けたも
　　 の）5,210,000円を含んでおります。


